

























































































































れた後で, 聴聞行政庁, 事業者, 利害関係人, 異議提出者などとの間で,
適時に提出された意見および異議に関する討議 [	] が行われな
ければならない（行政手続法73条 6 項 1 文)。しかし列挙されたインフラ
論
説
法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 3(253)
整備諸法では, 一般法の修正として「聴聞行政庁は, 討議を行わないこと
















































































いたった経緯をみる（第 1 章)。次に, 反対運動や和解手続を受けて学説
論
説
法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 5(255)
上展開された, 大規模施設設置における市民の役割や手続の在り方に関す













一段階は, 連邦レベルで策定される需要計画 [Bedarfsplan] である。連邦
政府は基本法上, 連邦遠距離道路（基本法90条), 連邦鉄道（基本法87ｅ
条), 連邦水路（基本法89条 2 項）について建設と維持管理の責任を負っ
ている。それら各交通手段を, 財政を勘案しつつ建設および維持管理して
ゆくために, 連邦交通省 [Bundesministrium Verkehr und digitale































従って実施され（同法 1 条 1 項), 需要計画に定められた需要 [Bedarf]
は, 本節の最後に説明する, 鉄道施設設置のための計画確定 [Plan-
feststellung] を拘束する（同法 1 条 2 項)。需要計画で挙げられている路
線は,「緊急の需要 [vordringlicher Bedarf] と「その他の需要[weiterer
Bedarf]」とに区分されており, 鉄道の拡張および新設は需要計画中に示
された優先度に従って行われる（同法 2条 1 項)。鉄道事業計画シュツッ
トガルト21の主要部分を構成する,「シュツットガルト－ウルム－アウグ





てれおり（同法 9 条 1 文), 連邦を含めて州, 自治体がそれぞれ費用を分
担することが想定されている。
上述したように, 需要計画はのちの計画確定に対して拘束力を有すると









































河川および運河, 海運, 空港, およびそれらのマネジメントシステムにつ


















































ント国土整備計画 [landesweiter Raumordnungsplan] と, ラントの一部に
ついて策定される広域計画 [Regionalplan] とからなる（国土整備法 8条
1 項)。交通インフラの経路（国土整備法 8 条 5 項 1 文 3 号)も, 国土整




を有する(国土整備法 3 条 1 項 2 号)。その定めは, のちの段階で行われ
る, 計画確定決定や建設管理計画 [Bauleitplanung] の策定の際に遵守さ
れなければならない（国土整備法 4条 1項 1文)。
国土整備計画も, 環境親和性審査法別表 3 にいう「計画および綱領」











法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 9(259)
よれば, 国土整備計画の案と理由書, さらに計画環境調査が実施された場


































































Stellen]（国土整備法 3 条 1 項 5 号)を参加させなければならず, また一
定の場合には影響を受ける隣国の関係行政庁も参加し得るのに対して, 公
衆参加は, 連邦法上はその可能性が認められているにとどまる（国土整備






条 5 項によれば, 事業計画案は, 事業の影響が予想されるゲマ
インデにおいて 1 か月間縦覧に付されなければならない。縦覧期間終了






















なる各種の許認可に代わるものであるとともに（行政手続法75条 1 項 1
文：集中効), 事業主体と第三者との間のすべての法関係を規律する（行




鉄道法18条 2 文)。上述した国土整備手続の結論も, ここで考慮される。
一般鉄道法18
(69)

































































縦覧期間終結から 2 週間が経過するまでの間, 聴聞行政庁または縦覧を
実施したゲマインデに対して, 事業に対する異議を提出することができる
（行政手続法73条 4 項 1 文)。他の法令により計画確定決定に対する出訴
資格を与えられた団体に
(78)
も, 意見提出権が認められている (同 4 項 5 文)。
異議提出期間が経過した後, 聴聞行政庁は, 適時に提出された行政庁の
意見, 団体の意見および利害関係人の異議について討論を行う(同 6 項：
論
説
































（基本法87ｅ条 3 項）である Deutsche Bahn AG (以下 DBという｡）は
その後, 約80の経路案を検討し, その中から, 基本的に既存路線の拡張
案である 2案を最良なものとして選定した。それに対して, 当時シュツッ
トガルト大学交通科学研究所所長であったハイメール教授 [Professor
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る案を提唱した。この案が, のちに, シュツットガルト21の骨格となる｡
DBは地元 BW政府の意見も聞きつつ検討を重ね, 1990年頃には, 事業案
を既存路線の拡張案 (Ｋ案）と, 高速道路沿いの新設案 (Ｈ案）に絞り込
んだ。同じころ, 事業の全体構想にかかわるアイディアが登場した｡ 同年
8 月に, シュツットガルト大学都市計画研究所での卒業制作の 1 つが新















これらのうち, シュツットガルト市議会は全会一致で第 3 案に反対し,
BW州議会は第 2案を求めた。それに対して DBの取締役会は, 費用と管
理上の問題を考慮すると第 1 案ないし第 3 案は困難であるとしていた。
このような対立状況からの脱却策として登場したのが,「シュツットガル











合意に達していたこと, その合意の内容は, 各主体の要望や DBの事業見
通しを踏まえた 1 つの妥協案であり, その一部だけを取り出して別の案
に置き換えることは困難であったと思われることを示すためである。
この事業案「シュツットガルト21」は, 1994年 4 月に BW首相, 連邦
交通大臣, 州交通大臣, シュツットガルト市市長および DB取締役会会長
による共同記者会見で発表された。その後, 1998年のシュレーダー政権
(社会民主党 [SPD])発足により計画が一時中断されるなど紆余曲折を経
つつ, 法定手続が進んでいった。1996年12月から1997年 9 月にかけて国
土整備手続が実施され, 13700件の意見が提出された。シュツットガルト
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を否決した。2009年には, 連邦, BW, シュツットガルト市, シュトット
ガルト広域連合 [Verband Region Stuttgart] および DBの間で費用負担に
関する契約が締結された。かくして, 事業実現のための法的および財政的
基盤が整えられたのである。
シュツットガルト中央駅部分の工事は2010年 2 月に着工され, 同年 8
月には, 文化財として保護されているシュツットガルト中央駅の北ウイン
グ解体工事が開始されたが, それを機に抗議行動が激化し, 同年 9 月30
日には遂に放水車を含む警官隊とデモ隊との衝突に至り, 100名を超える
負傷者を出した。この事態に震撼した BW政府は和解手続 [Schlichtung]
を提案し, 事業推進派, 反対派双方の合意を得て, 2010年10月末から11
月末にかけて, 和解手続が行われた。以下で紹介するように, 和解手続後
に公表された仲介人の意見 [Schlichterspruch] は, シュツットガルト21の
決定過程のみならず, 現代における民主政の在り方にまで説き及ぶもので
あり, 劇的に盛り上がった抵抗運動が政治にもショックを与えたことがわ
かる。翌2011年 3 月末の BW議会選挙では, シュツットガルト21に反対







州民投票の対象となり得るのは, ラント議会の解散（43条 2 項), 憲法改
正（64条 3 項), ラント議会が可決し公布前の法律, またはラント議会が
否決した法律案（60条 2 項, 3 項), 議会解散または憲法・法律の改正を








法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 17(267)
2009年に BWも参加して締結された, シュツットガルト21の費用負担に
関する契約について, ラント政府に解除権の行使を義務付けるものである。
この法律案がキリスト教民主同盟 [CDU], 自由民主党 [FDP] および社会
民主党の反対多数で否決されたのち, 憲法60条 3 項の規定に従いラント
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バウムガルテン [Britta Baumgarten] らが2010年10月18
日にデモ参加者に対して実施したアンケートによれば, 反対理由は上位か

























多数の負傷者を出した, 2010年 9 月30日のデモ隊と警官隊の衝突から
数日後の10月 6 日, 当時の州首相マップス [Stefan Mappus]（CDU) は,
州議会において, 和解手続の実施を提案した。また, 和解手続を主宰する
仲介人 [Schlichter] として, 1980年代に連邦大臣や CDUの要職を歴任し,
哲学やカトリック信仰に関する著作によっても知られたハイナー・ガイス
ラー [Dr. Heiner ] を推薦した。この提案に州議会の全会派が賛成
し, 反対運動グループの多くも参加意思を表明した。そのため, 同年10
月22日より11月30日まで, 8 回にわたり討論会が開催された。討論会に
は事業推進側から 8 名（州首相, 州環境大臣, シュトットガルト市長,
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22(272) 法と政治 65巻 2号 (2014年 8月)
るのは, いったん成立し訴訟を経て効力の確定した計画確定決定が見直し
の対象とされたことであり, また, 社会的, 政治的に権威ある仲介人を任
命したことも, 批判の対象とされた。この点は次章で扱う。
注
(１) Martin Burgi /Wolfgang Durner, Modernisierung des Verwaltungs-
verfahrensrechts durch 	des VwVfG, 2012, 29 ff.
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